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1 ．本稿の課題意識
　巡回相談とは、保育所や幼稚園外の専門職が統合保育を行っている保育現場
に赴き、子どもの様子を実際に見たうえで、専門的な知見を提供しつつ、保育
者と共に障害児や“気になる子”の保育について考える相談活動である（浜谷他，
1990；五十嵐，2010参照）。専門職と保育者は基本的に対等の立場で相談を行うが、
保育者研修といった意味が含まれる、あるいは専門的な知見を伝達するという
意味合いが強いような場合、巡回指導と呼ばれる場合がある。専門職には医師
や保健師、言語療法士や作業療法士なども含まれるが、一般的に、心理学の専
門性を持つ心理職による相談を指すことが多い。近年は発達障害に対する理解
の深まりや特別支援教育の推進を背景にして、知的障害のない発達障害児の保
育に関する相談が増えており、それに伴って巡回相談の重要性はますます高ま
っている。
　ところが巡回相談に対する研究的関心は90年代まで大きな広がりを見せてこ
なかった。巡回相談は心理専門職が現場にかかわる一つの契機にすぎず、現場
との協働や連携の一環であるという見方しかされてこなかった。90年代になっ
て巡回相談を取り上げる研究が増加したのは、巡回相談が障害児保育を支える
制度として広く普及したことや、この40年で障害児保育を取り巻く環境や社会
状況の変化が大きい。現在の巡回相談にはどのような役割や意義があり、どの
ような相談が現場にとって役に立つのかということを、過去の歴史的な経過を
踏まえながら改めて明らかにする必要がある。巡回相談の役割や意義、方法が
時代や社会状況によって変化した経過をたどることで、巡回相談という相談活
動の特徴が明らかになり、現在や今後の巡回相談の課題となる点が明確になる
はずである。
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　本稿では1970年前後から現在までの巡回相談の実践報告や研究を分析し、巡
回相談という活動が社会的にどのように認識され、相談員の役割としてそれぞ
れの時期に何を求めてきたのかを明らかにしたい。そのことによって、障害児
保育における巡回相談がよりよく発展するために、どのような研究課題が存在
しているのかが明確になるだろう。
2 ．巡回相談の歴史的背景
2 ― 1 ．「保育元年」以前の「問題児」相談
　巡回相談は1974年の厚生省や文部省による障害児保育の制度化と深いつなが
りがある。それに先立つ1973年に全国で初めて保育を希望する障害児全員を保
育所や幼稚園に受け入れた大津市は、その年（1973年）を「保育元年」と呼び、
巡回相談を障害児保育の実施に不可欠な制度として位置付けた。1973年の「保
育元年」以前は、ごくわずかな実践を除いて、障害児は社会的に教育や保育の
対象とはされていなかった（茂木，1975）。障害児がまったく保育を受けてこな
かったというわけではない。障害が明確な場合、多くの子どもは保育体制がな
いという理由で断られていたが、障害の可能性がある子どもと気付かれずに入
園していても、単に「問題児」や「不適応児」として捉えられ、特別な援助ま
で意識されなかった。
　こうした子どもの「問題」に対応する場合は、児童相談所や大学などの相談
機関と連携しつつ、個別のカウンセリングや心理療法が主に用いられた（荒木
・宮嶋・荒木，1988）。特にこうした「問題児」と母子関係との関連に注目して、
母親のカウンセリングや母子関係の改善に焦点をあてて、問題の解消を試みる
働きかけや研究が比較的多く行われていた（小沢，1962；高木，1971；杉本，1975）。
従って、障害児保育をしているという認識は保育者にもほとんどなく、巡回相
談で統合保育の進め方を相談したいといった要求自体、生じていなかった。集
団のなかで「問題」がある場合は園の外で専門的な治療を行い、個別指導や親
への働きかけをしてもらうというのが一般的な捉え方だった。
　また、治療を行う心理職の側にも、障害児の保育のために専門家が出向くと
いう意識はなく、保育者を治療の場に呼びつけるのが当たり前で、子どもの生
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活の場をみることが重要という認識はなかった（宮下・畑谷，1974）。このため保
育者の側でも、児童相談所や療育施設の心理職から障害児の保育に役立てられ
る助言が得られるという共通の認識はほとんど見られなかった。むしろ、心理
職に対する不信と不満が障害児保育の実践報告で語られることすら、決して特
殊な事態ではなかった（石黒，1977；高村，1979；松原，1979）。
2 ― 2 ．集団療育と乳幼児健診からの発展
　このような「保育元年」以前の社会状況から、障害児保育や巡回相談が実施
されるようになった背景には 2 つの大きな流れがあった。ひとつの流れは、大
学や民間の療育施設の保育実践から地域の保育施設に子どもが移籍するなかで、
その保育支援のために療育施設の職員が派遣されることがあったことである。
もうひとつの流れは、保育現場よりも先に、保健行政で障害の早期発見・早期
対応の流れが広まる中で、自治体単位で障害児の父母の会が結成され、障害児
の権利運動が生じたことが挙げられる。
　第一の療育施設から保育施設へという流れでは、「保育元年」以前に障害児
のみでの集団保育がある程度実績を持って試みられていたことが関係している。
例えば関東では、戦後初の知的障害児保育施設となった愛育研究所の特別保育
室（ひなどり園）における津守真らの実践があった（河合，2012）。また関西では、
愛育研究所で学んだ清水美智子と村川紀子が、1966年に発達遅滞幼児の集団治
療教育の場として、平安女学院短期大学の付属幼児教育研究所に通園型のどん
ぐり教室を開設した。この教室では基本的に 2 、 3 歳児からの二年保育のみを
行い、その後は地域の幼稚園・保育所に積極的に入園させるという方針をとっ
た。その代わり「アフタケアとして保育所、幼稚園での子どもの様子を参観」
（尾関，1974）する活動を行ったのである。愛育研究所もどんぐり教室も、活動
の中核を担ったのは心理学者で、療育に参加した子どものアフターケアという
形をとって、保育現場と情報交換をしていた。一般の保育所でも適応が可能と
判断した子どもを送り出したので、療育施設の職員が巡回という形で園を訪問
し、発達の状態を保育者に伝えて助言をすることはごく自然なことだった。た
だ、当時は通園施設自体が圧倒的に不足しており、こうした実践はごく一部に
すぎなかった。
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　第二の地域保健から保育現場へという流れでは、障害児は権利の主体であり、
その発達を保障する必要がある、という発達保障の考えが関係している。その
背景にあるのは田中昌人らが近江学園で行った活動である。田中らは重度の知
的障害児の教育を進める中で、知的障害児を知能指数（IQ）で教育の機会まで差
別する現実に対して、精神年齢（MA）を使用することでどの子どもも同じ発達
のみちすじをたどることを明らかにした。そしてその過程にいる子どもの発達
を保障することが重要であるという立場から「発達保障」という言葉を生み出
した（近江学園保問研，1968；大泉・田中，2011）。さらに大津市の乳幼児健診事業
に参加し、近江学園の実践も踏まえながら、どんな子どもでも同じ発達のみち
すじをたどるという発達階層論を構築していった（田中，1980；田中，1987）。
　このような大津での乳幼児健診の成果を受け、1961年には 3 歳児健診が全国
で始まった。障害の早期発見ができるようになったが、今度はその後の訓練や
保育の場がないことが問題になった。障害児の父母たちは自ら保育の場をつく
り出し、やがてそうした自主保育の場が連携しあって、親の会といった組織が
各地に結成された。そして次第に訓練のとき以外は一般の子どもたちのなかで
学びあえる保育所をつくるという運動へと発展していったのだった（茂木，
1973）。この運動が大津の乳幼児健診や発達保障運動と結びつき、障害児は発
達や保育・教育が一貫性を持って保障される権利をもつ主体であるという主張
をともなって、全国障害者問題研究会（全障研：1967年発足）、全国保育団体合同
研究集会（保育合研：1969年発足）といった全国規模の運動に発展した。この時期
の運動と実践の蓄積が、障害児保育の制度化に向かう原動力となったとされて
いる（荒木・宮嶋・荒木，1988）。
3 　巡回相談の確立と普及：70年代
3 ― 1 ．大津の「保育元年」における巡回相談の意味
　保育所や幼稚園における障害児保育の制度化は、60年代から70年代の全国的
な障害児の権利運動の高揚に後押しされる形で実施された。保育所では1974年
に厚生省が通知した「障害児保育実施要綱」によって障害児保育が全国的に開
始された。また同年には幼稚園においても、「心身障害児幼稚園助成事業補助
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金交付要綱」と「私立幼稚園特殊教育費国庫補助金制度」が制定され、障害児
保育の拡充が図られた。
　こうした社会状況のもとで、その前年に「保育元年」を宣言し、保育を希望
するすべての障害児71名を保育所と幼稚園で受け入れた大津市の制度は、障害
児保育をこれから実施しようとする多くの自治体に注目された。公費による障
害児保育という施策自体は関東でも1972年から調布市で、1973年には新宿、大
田、杉並、荒川、江戸川の各区で実施されていたが、全面実施を前提に公立保
育所の一園を指定した試行的なものだったため、70名を超える障害児をすべて
受け入れた大津市の施策が与えた衝撃は大きいものだった。
　ただ実際には、大津の保育現場にとっては、障害児保育の開始はまだ準備不
足だった。大津市の「保育元年」宣言は革新市政の目玉政策だったが、市政が
交代してわずか半年後のことで、保育者全般にはその意義や目的が共通認識に
なってはいなかった。それどころか「保育の条件は未整備で、「みんないっし
ょの保育」を合言葉に、まずは障害児を受け入れながら、各園の実態に即して、
さまざまな試みを積み重ねその中で条件整備も検討することになった」という
ほど、見切り発車的な開始だった（障害児保育実態調査検討委員会，1993）。このた
め「保育条件の未整備は、必然的に保育所側、とりわけ保母の中から担否的な
声をよびおこしたし、そのことが措置権者である福祉事務所の困惑となってい
た。（中略）障害をもつ子どもの保育困難度の高さは、そうでない子ども以上に、
より専門的技術を要求すると考えられ、未経験の領域にむかう保育担当者の不
安をよび」こむことになったのだった（沙加戸・山形，1973）。沙加戸らによれば、
こうした保育者に対する具体的な施策として市当局が打ち出した制度のひとつ
が、精神発達相談員や福祉事務所の相談員が巡回相談をおこなうというものだ
った。つまり大津市の巡回相談は、乳幼児健診の流れから続く、障害児の発達
を保障する手段という意味だけでなく、未整備の保育条件を改善するという保
育政策的な意味あいを含んだ、保育者が障害児保育を安心して始めるための保
障条件のひとつであった。
3 ― 2 ．大津の巡回相談とその評価
　ではその大津の巡回相談はどのようなものだったのか。田中・大津市福祉保
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健部（1978）によれば、1973年から1978年の 5 年間は、専門の医師、保健婦、保
母、ケースワーカー、心理専門職がチームを組み、年に 1 、 2 回保育所を巡回
した。具体的には、まず医師による診察が必要なケースがあるため、保健婦が
巡回チームの編成を行う。医師が必要でない場合は、園を訪問したチームがま
ず障害児の現状を知るための保育観察を行い、さらに京都児童院式の発達検査
を実施する。続いて父母から家庭での生活や育児の悩み、園に対する要望を聞
き取ると同時に、園の保母からは園生活の現状と、保育上の留意点、今後の課
題などが提起され、これらをもとに相談チーム、園の保母、父母の 3 者で疑問
や質問を交えた話し合いを持つ。発達の相談は発達相談員が、家庭の相談は家
庭相談員がそれぞれ担当する（どちらも心理専門職）。後日、発達検査や話し合い
の結果を踏まえて、相談チームから園に障害児保育巡回指導結果が送付される
（鈴木，1978；大津の障害児保育編集・作成委員会，1994）。この巡回相談において、
発達検査は田中（1980；1987）の発達の階層理論に置き換えて説明された。子ど
もの様子は検査から把握できた現在の発達の階層についての説明が中心で、成
長の度合いを示す用語は発達の階層理論に依拠していた。保育課題についても、
集団との関係を踏まえた課題というより、検査結果と発達階層論から導き出さ
れた個の発達課題を中心に記述された。
　つまり、当時の相談は、発達階層論を用いて個の発達の概念やその概念に基
づく対象児の発達状況の判断を分かりやすく伝えるという点に重点が置かれて
いたことがわかる。その背景には「発達保障」の考え方が影響していた。例え
ば、発達相談の立場から障害児保育をまとめた田中・大津市福祉保健部（1978）
では、「発達保障」「発達の保障」という言葉が57頁の小冊子のなかに19ヶ所登
場しているが、同時期に保育者の側でまとめた冊子（大津市障害児保育自主研究会
・保育課，1979）では162頁のなかでただ 1 ヶ所のみである。つまり相談員にと
って発達の保障を実現することは大きな意味があったものの、保育現場にはま
ず「発達」そのものを分かりやすく伝える必要があった。なぜなら、保育者が
「発達保障に対する保育独自の倫理（ママ）」をもたないままでは、発達の課題
を達成するために、発達診断の項目をそのまま保育目標に据えるような相談結
果になる、という恐れがあったからだった（田中，1982）。
　一方で、巡回相談が「発達」を学ぶ場であるという認識は保育者に広がった
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ようだ。大津の障害児保育編集・作成委員会（1994）では、当時の巡回相談につ
いて「その役割としては、障害児保育を開始して間もない時期でもあり、巡回
相談の場が子どもの障害と発達について具体的に学ぶ場としての大きな役割を
話していた」と振り返っている。この認識が広まるにつれ、巡回相談は市当局
からの保育保障という消極的な必要性からではなく、保育者自身が学びの場と
して積極的に必要とするものへと変化していった。例えば「保育元年」以降、
障害児の入所児が増えた結果、市は1979、1980の両年度に呼び出し方式の発達
相談に切り替えたが、これは保育者には不評だった。その理由として、担当の
保育者だけが相談に行くため、発達相談の様子や重要性を園の保育者全員で共
有できないこと、また相談チームと保育者、父母が一緒に保育の手だてを考え
ることが保育者にとって「生きた学習の場になっていた」ことが挙げられた
（大津市障害児保育自主研究会・保育課，1979）。
　このように大津の巡回相談は、相談員にとっては障害児の発達保障を目指す
立場から、個の「発達」（特に発達階層論）の概念を強調する内容であったが、
それは保育者に「発達」の視点を広める作用として働き、「発達」を学ぶ機会
としての巡回相談というニーズを保育者に生み出すこととなった。
3 ― 3 ．巡回相談の普及がもたらしたもの
　1974年の文部省や厚生省による障害児保育の制度化は、全国の自治体に障害
児保育の制度を早急に整える必要性を認識させた。「保育元年」からわずか10
年で全国の保育所の80.3％が障害児保育を行うようにまでなったほどだった
（全国保母会，1984）。そこで大津市の制度は新たに制度化や保育活動を始める自
治体にとってモデルとなった。巡回相談の制度についても例外ではない。大津
市と同様の巡回相談制度を導入する自治体が相次いだ。特に関東や関西の都市
部では導入が早く、70年代後半には導入した自治体が多かった（例：吹田市1976，
川崎市1976，品川区1977，神戸市1978，足立区1979）。ただ、60年代からの実践で生
まれた発達階層理論などを背景に巡回相談を行っていた大津市に比べて、その
制度をモデルとしてまずはとりあえず導入した都市部では、どのように巡回相
談をすすめればよいのか、発達相談員としても戸惑っていたのが現実だった。
　前田（1978）は東京で巡回相談に従事する心理専門職の現状について、相談員
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の連絡会などは作られていたものの、連絡会では「東京の場合、地区で発達理
論を系統的に検討していく場がなかった」ことや、「東京では障害児関係等の
教師や親の運動が一定組織されて進んでおり、行政もそれに対応する条件があ
るにも関わらず、発達観・発達理論のしっかりした柱がないために、大きな運
動として発展しきれていない。子どもにどう働きかけていったらよいかという
ことを教えてくれる発達理論に対する現場の強い要求が至る所で聞かれる」こ
とが話し合われたことを紹介している。
　このため60年代から発達保障を全面に掲げ、田中昌人を委員長として障害児
保育の制度化に向けた運動を強く推進した全障研の活動や理念は注目を受ける
ことになった。全障研や全国社会福祉協議会が70年代後半に出版した障害児保
育に関する書籍には、大津市の巡回相談制度が発達階層論にもとづいた報告書
をつけて紹介されている（鈴木，1978；山田，1980）。また大津市の巡回相談員だ
った中村（1982）は、発達段階（階層）に注目して発達相談をすすめることが、発
達保障のとりくみであることを強調した。こうした書籍を通じて発達階層論は、
発達保障の思想を伴いつつ、巡回相談における発達理論の柱として広く知られ
ていった。例えば、品川区で活動していた巡回相談では、大津と同様の発達検
査を行い、その記録もまた発達階層論の用語を用いていた（東京発達研究会雑誌
編集委員会，1978）。またその品川区の巡回相談員であった田中・加用（1978）は、
巡回相談をすすめるために発達保障論をどのように吸収すべきか、発達階層論
を巡回相談で用いる際にはどのように解釈すべきか、という点が課題となった
ことを報告している。
　ただ、大津の制度や思想が必ずしもどの自治体の巡回相談にも採用されたわ
けではない。例えば、会津・杉山（1980）は1979年に始められた足立区の巡回相
談を受けた保育者全員にアンケートを実施している。しかし、この報告では発
達保障という言葉はもちろん、発達という言葉も見られず、相談活動でも大津
のような検査は導入されていない。一方でアンケートの結果は、巡回相談の必
要性を保育者全員が認めており、特に障害の理解や具体的な指導法に対して巡
回相談が果たす役割について評価をしていた。これは大津の制度や発達階層論
でなくとも、巡回相談という制度自体、保育者に意味があったことを示してい
る。特に「発達」という視点はないが、巡回相談が「障害」を理解する、つま
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り学ぶ場であるという認識は大津の障害児保育編集・作成委員会（1994）と同様
であり、70年代では「学びの機会」という意味で巡回相談は保育者に評価され
ていたことが分かる。
4 　巡回相談の発展：80年代から90年代半ば
4 ― 1 ．相談経験の蓄積と内容の変化
　80年代から90年代半ばは巡回相談の実践が積み重ねられ、相談内容の変化が
見られた時期だった。吹田市の場合、巡回が始まった当時は「何か教えてもら
おう」「次の手立てを指導してもらおう」という状態だったのが、「保育園の主
体性」で巡回相談の運営も進められるようになり、園全体でその子を受けとめ、
その子の発達を一番促される集団の場やクラスについてまず現場が考えたこと
をもとに助言するように変わっていった（中，1991）。このことは大津でも例外
ではなく、巡回相談の内容の変化として、「障害児に関する相談だけでなく、
その障害児を含んだ保育内容全体に関わる相談や、クラス集団づくりに関わる
相談が重点となる場合もでてきた」ことを指摘している（大津の障害児保育編集
・作成委員会，1994）。「発達」や「障害」の学びの機会という位置づけから、保
育内容や集団を考える場へと内容が拡大していった時期だった。こうした変化
の背景には、相談員の側でも相談の経験が蓄積されて相談の視野が広がったこ
と、さらに、保育者の経験の蓄積から障害児保育の進め方に変化が見られたこ
とがあげられる。
　田中（1982）は巡回相談員としての経験を振り返って、相談では「障害をもつ
子をとりまく、子ども集団、保育者集団、両親の生活や悩み、これからの背後
にある社会の矛盾、こうした事を総合的に見ていくことなしには、障害児の発
達保障の実践・研究は一歩も進まないことを痛感」したと振り返っている。ま
た長島（1984）は、自身の相談員としての成長を、発達検査しかできない状態が
4 、 5 年、それからようやく発達診断ができるようになり、発達相談に応じら
れるまでにはさらに年月がかかったと振り返っている。特に発達診断から発達
相談に至る過程では、①子どもから出発して親、保育者、教師へと問題を広げ
られる、②発達や障害の診断だけでなく、解決の方向が出せるという成長が必
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要だったとしている。こうした相談員の証言は、相談の視点が変化したという
より、相談の視野が広がったという見方が適当だろう。この点について茂木
（1984）は、相談員は「ただ専門知識を伝達するだけでなく、来談者自身が考え
て、わが子、受け持ちの子、あるいは自分自身をどう発達させるかを深めてい
くことを指導・援助することが必要なのだ、そういう観点が大事」だとまとめ
ている。つまり、相談では子どもの発達を診断し、来談者にわかりやすく発達
の一般法則を伝えるだけでは不十分だという認識が生まれてきたのである。加
えて必要だと認識されたのは、保育者自身が考えるという園の主体性を大事に
し、それを援助するということであった（茂木，1984；中，1991）。
4 ― 2 ．障害児保育のとらえ方の変化
　相談内容の変化は、保育者の障害児保育に対するとらえ方が変化したことも
影響している。障害児保育の開始当時、保育現場では様々な「できない」こと
を「できる」ようにするのが障害児保育であると考えていたという報告は多い
（麻田・曽呂利，1979；大津の障害児保育編集・作成委員会，1994；松原，1998）。「何
を目標として、子どもたちを育てようとしているのかをぬきにして、子どもた
ちの発達をとらえようとしても、それでは中心をぬいて、行動を羅列的に「で
きるできない」で評価しがちになる」、と高城（1979）が保育現場に懸念してい
たことが実際に起こっていた。
　それは巡回相談と無関係ではない。相談員や保育者が「できるできない」で
障害児をみるだけでは、十分な発達保障にはならないという指摘は70年代から
存在していた（金田，1972；太田，1979；高城，1979）。だが、第 3 節や前項で見た
ように、発達検査を主体とした巡回相談の報告書や、発達の診断や一般法則を
保育者に伝えることが巡回相談のとりあえずの課題だと考えられていたことも
あり、「発達」の視点の重要性だけが保育者に広がり、発達検査のような「で
きるできない」という指標が障害児保育に取り込まれてしまった。阿部（1984）
は巡回相談に保育者が頼ることで、自らの努力によって保育者の見通しをつく
っていく姿勢（主体的な力量形成）を保育者が忘れがちになったことを、巡回相談
の課題として挙げている。これは中（1991）が指摘した「園の主体性」の欠如と
もいえる。
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　ただ、保育者にも相談員にも障害児保育の経験が蓄積してくると、高城
（1979）が伝えたような、子どもの主体性の発達をうながす保育が認識されてく
るようになる。例えば、麻田・曽呂利（1979）は「これができる、あれができる
ではなしに、内面的に全体の子どもが心豊かになり、私たちの願いであった
“人間らしく生きていく力”の土台のようなものを培っていった」と振り返っ
ている。松原（1998）もまた、保育元年当時と比べて「子どもを様
・
々
・
な
・
『で
・
き
・
る
・
』力
・
の主人公として育てることの大切さを学んだ」ことを報告している（傍
点は筆者による）。保育者はこうした経験を通して、集団と個を切り離して発達
を考えるのではなく、子どもが主体的に動けるクラス集団や保育内容を考える
ようになった。それは巡回相談員から受身的に指導をうけるのではなく、保育
者自らも子どもと同様に主体的に考え、行動することが重要だと気付くことで
もあった。
5 　巡回相談に対する新たな期待：90年代半ば以降
5 ― 1 ．発達障害の概念と特別支援教育の登場
　1996年の厚生省児童局による障害児（者）への地域療育等支援事業の実施に関
する通達は、1974年の障害児保育実施要綱が通知された時と同様に、巡回相談
を実施していなかった地域での導入を後押しした。巡回相談に対する研究的関
心が高まってきたのもこの時期である。80年代には会津・杉山（1980）や浜谷他
（1988）など学会発表による報告しか見られなかった。鶴（2012）は電子検索（NDL-
OPAC, Cinii）が可能な1988年から2011年までの論文のみを対象に、保育所や幼
稚園の巡回相談の研究動向をまとめている。対象43論文のうち、80年代は 1 本、
90年代は 7 本、00年代は30本、2010年以降は 5 本となっており、論文数が90年
代以降、特に00年代以降に急増したことが見てとれる。巡回相談が注目される
ようになった理由は、上述してきた巡回相談の普及が理由のひとつではあるが、
もっとも大きな理由の一つは発達障害の概念と、個別の支援ニーズという特別
支援教育の概念が登場し、巡回相談が有効な支援手段として脚光を浴びたから
である。
　80年代になると、いわゆる「気になる子」が巡回相談で取り上げられるよう
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になった。「気になる子」とは簡単にいえば「保育上何らかの課題がある子ど
も」のことを指す（久保山他，2009）。これらの子どもはいわゆる「はみ出しっ
子」「困った子」として、保育元年後も障害児とは区別して捉えられていたが、
巡回相談の仕組みが普及した80年代には、この「気になる子」の相談が増えつ
つあることが報告されていた（浜谷，1989）。本来、「気になる子」は本来障害児
ではない子を指す言葉であったが、90年代に発達障害が認識されるようになる
と、次第に発達障害児を指す言葉になった。発達障害は1980年にアメリカ精神
医学学会が、精神疾患の診断・統計マニュアルの第 3 版（DSM-III）で、自閉症
を発達障害と規定したことに始まる。その背景には早発性の精神分裂病である
自閉症という認識から、認知能力の発達に根本的な障害があるという認識への
変化があった（黒丸，1983）。1994年に DSM-IV が発表され、アスペルガー症候
群、注意欠陥多動性障害（ADHD）、学習障害（LD）など知的に明確な遅れはない
が、器質的な脳の障害によって認知能力の発達に偏りのある子どもが発達障害
である、と規定されると、医療・教育・保育の現場を巻き込んで、日本でも急
速にその認識が広まっていった。
　2002年に文部科学省が小学校を対象にした調査で全児童の約6.3％に発達障
害の疑いがあるとわかり、従来の障害児教育（特殊教育）では対応が難しいこと
が明らかになった。そこで2007年には特別な支援を必要な子どもが在籍する全
ての学校を対象にした特別支援教育が開始された。特別支援教育では個別の支
援計画を作成し、基本的に通常の学級で学べる環境をつくることを理念とする。
このため、学校現場に入って教員と相談活動を行う巡回相談が注目され、その
積極的な活用が勧められるようになった。2010年に始まった文部科学省の特別
支援教育総合推進事業では、外部専門家による巡回指導が中核のひとつとされ、
さらに厚生労働省との連携のもとに保育所も特別支援教育の支援対象機関に含
まれることになった。こうした発達障害の登場と特別支援教育の開始に見られ
る社会状況の変化に加え、虐待など不適切な養育環境にいる子どもが注目され
るようになると、そうした子どもを対象に含めた巡回相談に対する評価と期待
はさらに高まっていった（浜谷，2006）。
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5 ― 2 ．巡回相談の背景となる理論の多様化
　第 3 節でみたように、巡回相談は大津市の制度や理念（発達保障）をきっかけ
として全国に広まっていった。しかし、具体的な実施基準や制度は各自治体に
委ねられたため、実際にはさまざまな形式の巡回相談が実施されているのが現
状である（権藤，1997；浜谷，2006）。特に、90年代以降に研究者の関心が持たれ
るようになると、さまざまな学問体系や視点からの巡回相談が報告されるよう
になった。例えば、臨床心理学、応用行動分析、臨床発達心理学といった立場
が代表的とされる（田中他，2006；木原，2011）。
　臨床心理学は70年代以前から母子関係論の発展に影響を与えていたが、日本
では1995年に文部科学省がスクールカウンセラー制度の導入を実施して以降、
学校現場や保育現場での相談活動が活発になった。例えば、矢吹（1997）は保育
者とのカンファレンスで心理劇を取り入れる活動を報告している。また馬場・
青木・矢野（2002）が「気になる子」の相談活動の事例を挙げ、気になる行動の
背景にある幼児的万能感の未形成に着目して助言を行った相談を紹介している。
吉田・岩元・林（2008）は男性相談員が母親を交えた相談をする際に、精神分析
における「転移」の概念が活かせるのではないかと提起している。菅野（2010）
はこのような臨床心理学の専門性を生かした相談について、子どもの心理発達
のアセスメントにプレイセラピーを導入したり、親・保育者との相談にカウン
セリングの視点を積極的に活用できたりするところにその特徴があると指摘し
ている。
　応用行動分析はスキナーが始めたネズミやハトに対する行動分析（実験的行動
分析）から得られた動物の行動と外界の出来事との変数関係をもとに、人間の
行動分析と修正を目的として誕生した学問である（杉山，1999）。療育の領域で
は70年代には日本に紹介され、実践の活動にも取り入れられてきた（例えば
Bijou, 1961 山口・東訳 1972；福永・林，1976）。巡回相談では加藤（1995）が自閉症
児の集団適応上の問題点に着目して、行動療法や行動修正法を用いた介入をし
ている。子どもの問題行動の増減を、ベースライン期、介入期、フォローアッ
プ期と出現回数で捉えていくため、欧米では90年代後半、日本では00年代以降
に議論になっている「実証にもとづいた（Evidence-based）」心理学の流れに沿
うように、応用行動分析の手法を導入した巡回相談が見られるようになってい
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る（例えば平澤・藤原，2001；鶴，2004）。
　臨床発達心理学は発達の視点で現場を理解する、発達臨床の心理学である
（麻生，2005）。精神分析やカウンセリングなど、いわゆる心理臨床の心理学で
ある臨床心理学と区別して用いられる。臨床発達心理学による巡回相談は、特
に子どもの認知や言語、社会面での発達の変化に関心を持つ。このため、子ど
ものアセスメントに発達検査やチェックリストなどを用いて、その結果をもと
に発達心理学の知識を反映した保育者へのアドバイス・助言を行う（例えば芦澤
・浜谷・田中，2008；本郷，2008）。その際、子どもの発達上の問題を、単に子ど
もの発達過程だけで捉えるのではなく、子どもの生活環境も含めて生態学的に
捉えるところに、臨床発達心理学による巡回相談の特徴があるとされる（神田，
2011；木原，2011）。これは前節の 2 で見たように、発達保障の立場から始めら
れた巡回相談が、経験の蓄積から80年代には得ていた反省や知見を反映した結
果と言えるだろう。
　このように現在ではさまざまな立場から巡回相談が行われており、70年代の
発達保障のように時代として共有できる思想や目標が必ずしも共有されている
わけではない。ただ、90年代からは相談員と相談者の関係を「コンサルテーシ
ョン」という枠組みで巡回相談を捉えようとする研究が増えている（知名・腰川，
2011）。
5 ― 3 ．コンサルテーション概念の導入と展開
　コンサルテーション（consultation）は心理学的に「対人援助の専門職（コンサル
タント）が、別の人物（コンサルティ）に対して、コンサルティがクライエントと
関わる際に抱える仕事上または介護上の問題を解決するために、支援を与える
ような援助関係の一形態」（Dougherty, 2005）と定義される。もともとは子ども
の療育施設で、イスラエルの精神科医 Caplan が、情緒障害や精神発達遅滞の
子どもには子どもを直接治療するよりも、その子どもに関わる心理職やソーシ
ャルワーカーとの話し合いを進めたほうが良い結果を生んだという経験から生
み出された概念である（Caplan, 1970）。
　日本では、地域精神保健や臨床心理学に基盤を持ち、社会システムや社会環
境に着目して、環境の改善に向けての介入方法や方略を研究するコミュニティ
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心理学における、具体的な介入方法の一つとして紹介された（山本，1986）。巡
回相談に関する研究では、山﨑（1990）が Caplan や山本の著作を引用しながら、
巡回相談員が統合保育を支援するための具体的な方法として論じたのが始まり
である。巡回相談員をコンサルタント、保育者をコンサルティ、相談の対象と
なる子どもをクライエントと考えると、巡回相談の形態はコンサルテーション
の概念によく当てはまる。このため、背景となる学問体系が多様化し、地域ご
とに制度も異なっている巡回相談の特徴を捉える場合、このコンサルテーショ
ンを軸に論じることが90年代後半以降増えた。臨床心理学にもとづくモデルだ
けでなく、応用行動分析では「行動コンサルテーション」（加藤・大石，2004）、
臨床発達心理学では「発達臨床コンサルテーション」（東京発達相談研究会・浜谷，
2002）と、それぞれの立場によって名称は異なるが、巡回相談では子どもを直
接支援する援助ではなく、保育者と協働しながら間接的に子どもを支援する援
助であるという理解が広まった。
　また、コンサルテーションの概念が障害児保育における巡回相談に導入され
たことで、子どもの発達を支援するだけでなく、保育者や保育そのものを支援
するという側面がより明確に強調されるようになった。例えば木原他（1999）は、
コンサルタントである相談員は保育者を支える人間関係の仲介者であり、子ど
もの問題行動を保育プログラムとの関係で捉え直すための視点を与える提供者
であると論じている。また、浜谷（2000）は保育者が子どもの発達と障害により
多面的で統合されたイメージをもち、それを土台に保育を構成できるようにな
ることをめざすのがコンサルタントである相談員の役割だとし、巡回相談が保
育風土や保育力量を向上させる点にも注目をしている。大石（2000）は行動コン
サルテーションのメタ分析から、幼稚園を含む教育現場における当事者（教師）
による意思決定の促進と問題解決をめざす介入方略が重要であることを示唆し
た。
　このように巡回相談におけるコンサルテーション概念の導入は、巡回相談員
の役割として、子どもの発達をアセスメントして適切な保育方法を紹介し、発
達に関する知識を保育者に提供するだけでないことを明らかにした。80年代の
ように相談の経験から導き出すのではなく、理論的な背景をもった概念によっ
て、保育者自身が主体的に保育を見直し、保育者としての力量を形成すること
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にも相談員の役割があることを明らかにしたのだった。
6 ．まとめと今後の課題
　第 2 節から第 5 節でみてきたように、戦後から現在までの障害児保育におけ
る巡回相談の歴史を振り返ると、巡回相談に関して歴史的に大きな二つの節目
があったといえる。第一の節目は60年代からの発達保障運動の展開、第二の節
目は90年代からの発達障害概念の登場である。こうした運動や概念の社会的な
認知度が高まることによって、70年代の障害児保育の制度化、00年代の特別支
援教育の開始といった、保育行政と現場にとってはドラスティックな変革を生
み、それぞれの時期において巡回相談が注目されることとなった。二つの節目
の共通点は、どちらの節目においても、最初は障害そのものについての理解が
保育現場に不足しており、障害に関する知識を提供することが巡回相談に求め
られたところにある。その意味では、80年代に巡回相談がある程度普及した際、
相談員が広めた発達の視点に加えて、保育現場の主体性や保育集団づくりとい
った視点が必要だと言う認識が相談員にも保育者にもできつつあった状況から、
再び70年代に似た状況に戻ってしまったようにも見える。つまり、発達障害の
概念の登場によって、どの保育現場、どのクラスにも障害への配慮が必要な子
どもがいて当たり前であると言われるようになったが、「障害のある幼児の
ニーズに応じた保育が実施されるための支援体制は必ずしも充実しているわけ
ではない」（園山・由岐中，2000）中で、「特別な配慮が必要な子どもが増えてい
る状況に対し、現場ではどう保育にあたればよいかわからないという混乱が生
じている」（水内，1999）状況は、第 3 節の 1 でみたような保育元年の状況とそ
れほど変わりがなかった。第二の節目でも、巡回相談に第一の節目と同じ役割
が保育現場から求められたのはむしろ自然なことであった。
　しかし、実際には第一と第二の節目以後の経過はそれぞれ異なっている。第
一の節目以後は相談経験が蓄積されるにつれ、障害児保育の巡回相談では子ど
もの発達をアセスメントするだけでは不十分であり、保育者の主体性や集団づ
くりを支援することも必要だという認識が生まれていった。これに対して、第
二の節目以後では、コンサルテーションの概念を導入したことによって、どの
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立場においても子どもの発達を支援するという意味だけでなく、保育を支援す
るという意味が付加されることとなった。特に発達臨床では、80年代までの議
論を包括する形で意味づけがなされてきた点にも特徴があると考えられる。こ
のように巡回相談の発展を二つの節目で分けて理解すると、今後さらに障害児
保育における巡回相談が発展していくために必要な課題が見えてくる。
　第一には、巡回相談に対して現在の保育者が持つ要求や意識を明らかにする
ことである。保育元年当時、発達保障の思想を学んだ巡回相談員たちは、巡回
相談の中でその思想と発達の視点を伝えようとした。その結果、多くの保育者
にとって巡回相談は発達の視点を学ぶ場・機会となったものの、発達の階層理
論については、相談員である心理専門職に広まったようにはならなかった。こ
のことは巡回相談に期待する内容が、保育者と相談員で必ずしも一致していた
わけではないことを意味している。従って、相談員が巡回相談の役割を心理専
門職の立場から認識するだけでなく、保育者が巡回相談に対して持つニーズを
よく考慮したうえで、実際の巡回相談のあり方を考えていく必要がある。特に
第二の節目を経て、保育支援の意味が付加された現在、どのような支援を保育
者が望んでいるのかを把握し、さらにその支援は心理専門職による巡回相談で
実現可能なものなのかを検討する必要がある。このことによって、巡回相談に
おける保育への支援が、子どもの発達の支援とどのような関係にあるのかを捉
えることもできるだろう。
　第二には、巡回相談で行われるコンサルテーションの機能を明らかにするこ
とである。より具体的にいえば、巡回相談でコンサルテーションが有用なもの
として成り立つための条件、あるいは有用なものとして成り立っていく過程を
明らかにすることである。言うまでもなく、第二の節目以後の巡回相談の展開
において、コンサルテーションは重要な概念である。巡回相談でのコンサル
テーションで話しあう内容は、子どもの発達を支援するという目的は同じでも、
それぞれの理論的背景を持つ立場によって、どのようなものを焦点に据えるか
が異なってくる。例えば、臨床心理学では子どもや相談者の心理の変化であり、
応用行動分析では子どもの行動の変化であり、発達臨床心理学では子どもの発
達能力や生態学的な環境の変化である。しかし、コンサルテーションを受けた
保育者が、保育現場で子どもの発達を支援する働きかけをするからこそ、保育
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への支援が子どもの発達支援につながるという点では、どの立場にあっても共
通したプロセスである。だとすれば、コンサルテーションをコンサルテーショ
ン足らしめる機能とは何かを明らかにすることで、よりよい保育支援のあり方
を探ることができると考えられる。
　障害児保育における巡回相談の存在は、障害児保育の制度化以降、一貫して
障害児の発達の支援に欠かせないものであり、今後も同様にその働きが大きく
期待される活動である。さまざまな立場での相談が展開されている今、その活
動の本質は何かを改めて問い直す時期に来ていると言えるだろう。
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